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平成18年に「就学前の子どもに関する教育・保育等の総合的な提供の推進に関する法律」が施行され、総合的な子育て
支援の一環として、保育に欠ける欠けないに関わらず入所できる「認定子ども園」制度がスタートし、その制度の拡充が
求められている。

現在保育に欠ける児童は保育所、欠けない児童は幼稚園という枠組みがある中、親の就労状態に関係なく総合的な就
学前教育を実施することができ、保育園及び幼稚園の機能を生かした総合的な子育て支援が実施することが期待でき
る。

児童福祉施設では、児童福祉最低基準に応じた整備を及び運営が必要であることからコスト面のみの削減は難しい面も
ある。しかし現在保育の要件としての親の就労状況に応じたことが幾分緩和されることが期待できる。
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根拠法令・要綱等 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律

関連事業
開始年度 平成
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保育所の入所要件には、家庭での保育に欠ける子どもと限定さ
れていますが、総合的な子育て支援策の一環として、保育に欠け
る欠けないにかかわらず入所できる施設を設置することで、幼保
の一体的な運用が出来る。
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配置（予定）人員

幼保連携施設（認定こども園）

（※対象件数

民設認定こども園の設置に係る補助 保育所の入所要件には、家庭での保育に欠ける子どもと
限定されていますが、平成18年に「就学前の子どもに関
する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」
が施行され、総合的な子育て支援策の一環として、保育
に欠ける欠けないにかかわらず総合的な子育て支援を実
施する「認定こども園制度」がスタートした。
平成19年2月に庁内組織である「伊賀市認定子ども園庁
内検討プロジェクト」設置済み。

旧上野市地内建設用地
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用地約５０００㎡程度
延床面積１４６０㎡程度

入所者240人程度
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